平成２９年度園芸産地における障がい者雇用の促進事業　業務仕様書
１  目的
　障がい者と接する機会の少ない農業経営体にとっては、障がい者の能力、適性、障がい特性に応じたきめ細かい支援が難しいため、障がい者雇用に対する意識向上を図るだけではなく、障がい者の農業分野への職場定着を支援する人材（農業ジョブトレーナー）が不可欠である。

そこで、本事業では農業ジョブトレーナーを育成し、障がい者雇用に取り組む園芸農家等に派遣する制度を整備するとともに、雇用型就労体験等を通じて障がい者の雇用拡大を図ることを目的とする。

２　業務内容

（１）委託業務名　　平成２９年度園芸産地における障がい者雇用の促進事業業務

（２）委託期間　　契約の日から平成３０年３月２３日（金）まで

（３）委託業務の内容

①農業ジョブトレーナーのスキルアップ研修
農業ジョブトレーナーのスキルアップのための研修を開講し、農業経営体が障がい者雇用する際、職場定着を支援できる人材を育成する。
・研修対象者：これまで県が実施してきた農業参入福祉事業所の支援員向けの短期研修受講者、県内外で農業分野で障がい者支援の実績のある人材を中心に、農業分野での障がい者雇用に関して自身の経験を活かす意思がある福祉事業所の支援員等を募集する。

・研修内容：障がい特性を踏まえた農作業指導方法、分かりやすく伝え理解を促す技術、ケーススタディー（現地演習）等、自身が所属する福祉事業所の利用者のみならず、農業経営体で就労を目指す障がい者の職場定着を支援できるよう、農業ジョブトレーナーとしてのスキルアップを図ることができる内容とする。

　　②雇用型就労体験等の実施
・就労体験の内容：就労体験は下記のような内容で実施する。
ア　障がい者の就労体験を受け入れる農業経営体に対して農業ジョブトレーナーを派遣し、雇用型就労体験（有償型の研修）を行う。

イ　特別支援学校等の職場実習を受け入れる農業経営体に対してトレーナーを派遣し、トレーナーによる職場定着の効果を確認するとともに、卒業後の雇用を促進する。
・対象となる障がい者の募集：福祉事業所、特別支援学校等への呼び掛けやハローワーク等を通じて就労体験希望者を募集し、農業分野での一般就労を目指す障がい者を募集する。

・就労体験を実施する農業経営体の募集：障がい者の就労体験が可能な経営体、就労体験を通じて雇用を進める意思がある経営体を募集する。
・農業ジョブトレーナーの派遣：障がい者と農業経営体をマッチングした上で就労体験を進め、上記①のスキルアップ研修、もしくは平成２７、２８年度のスキルアップ研修を受講したトレーナー等を派遣する。派遣日数は就労体験日数の１/２以上を基本とする。
・就労体験は、原則上記アから計４件実施する。アについては、期間は３ヶ月程度、日数は月２０日程度、時間は１日４時間を基本とするが、障がい者の就労に対する姿勢、農業への適正等を考慮して、期間、日数等は県と別途協議する。また、上記イの実施については、県、特別支援学校と期間、日数等を別途協議する。
・上記アの実施について、委託事業者が障がい者を雇用し、賃金の支払い、各種社会保険事務等の労務管理業務全般についても行う。
③農業ジョブトレーナーの登録・派遣制度に関する提案
　　　上記①、②のアセスメントからスキルアップを図ったトレーナーを対象に、登録・派遣制度（農業ジョブトレーナー人材バンク）を整備し、農業経営体が障がい者雇用する際にその制度を活用することで、雇用を進めやすい仕組みについて提案する。
④園芸産地で活躍する障がい者育成のためのプログラムの構築
さらに、上記①、②のアセスメントから、経営体、トレーナーのための支援マニュアルの作成など、園芸産地で活躍する障がい者を育成するためのプログラム構築する。
　　⑤障がい者雇用拡大のための情報発信

障がい者の雇用拡大を進めるために就労体験の報告会等を開催し、トレーナー派遣による障がい者の職場定着の効果、トレーナー派遣制度について情報発信する。
３　契約上限額　　７，０４８，０００円（消費税及び地方消費税を含む）
４　委託料の精算、委託料の支払方法及び支払時期
（１）本業務の委託料は、原則として委託業務が終了し、県の検査後に受託事業者に支払うものとする。ただし、概算払いの必要がある場合はこの限りではない。

（２）雇用型就労体験等実施時の障がい者や派遣される農業ジョブトレーナーの賃金等は、体験日数、派遣日数に応じて精算する。また、直接経費等が契約時の見積額を実績額が下回る場合は、その差額を減額精算する。

５　参加条件

次に掲げる条件をすべて満たした者とする。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年制令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項の規程に該当しない者であること（契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないことなど）。

（２）三重県から入札参加資格（指名）停止を受けている期間中でない者であること。

（３）三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間中でないこと、又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当しないこと。

（４）三重県が賦課徴収する税又は地方消費税を滞納している者でないこと。

（５）企画提案コンペの参加にあたり、国内の法律並びに三重県における諸規定を遵守し仕様書等に基づき適正な提案が行える者。

（６）契約の相手方となった場合には、仕様書に記載された内容及び納期等を遵守し、誠実に契約を利用できる者。

（７）申請書及び添付書類について、個人情報以外は情報公開の対象となることを承諾できる者。

（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者でないこと。

６　企画提案コンペの実施方法

三重県は、本仕様書に基づき提出された企画提案資料を「園芸産地における障がい者雇用の促進事業業務　企画提案コンペ選定委員会」（以下「選定委員会」という。）において審査のうえ、最優秀提案を選定し、その提案を提出した者と委託契約を締結する。

（１）企画提案書の審査
提出された企画提案書により審査を行うこととし、プレゼンテーションは行わない。ただし、特に必要と認められる場合には、実施することもある。

（２）企画提案コンペの審査基準
以下の①から⑤の業務内容それぞれに関して、企画内容の適切さ、実現の可能性、実施・検証体制等を選定の際の審査基準とする。
1 農業ジョブトレーナーのスキルアップ研修
2 雇用型就労体験等の実施

3 農業ジョブトレーナーの登録・派遣制度に関する提案
4 園芸産地で活躍する障がい者育成のためのプログラムの構築
5 障がい者雇用拡大のための情報発信
（３）企画提案書提出先

〒５１４－８５７０　三重県津市広明町１３番地　
三重県農林水産部担い手支援課経営体支援班
提出期限：平成２９年４月１４日（金）１７時　必着

提出方法：上記提出先まで持参、または郵送とする。
（４）質問の受付及び回答

　企画提案に関する質問は、次のとおり必ず文書にて行うものとする。

1 提出方法　　電子メールまたはFAX
2 受付期限　　平成２９年４月７日（金）１７時

3 回答　　平成２９年４月１１日（火）までに電子メールまたはFAXにて行う。

７　提出を求める企画提案資料の内容

（１）企画提案参加資格確認申請書（様式１）

（２）企画提案書（様式２）
（３）費用内訳書（様式３）

（４）契約実績（様式４）

　　過去３年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約を締結し、当該契約を履行した実績を記載すること。

（５）「登記簿謄本」、「現在事項証明書」、「履歴事項証明書」、または「代表者事項証明書」の
写し
８　最優秀提案者に提出を求める資料の内容

（１）消費税及び地方消費税についての「納税証明書（その３－３未納税額がない証明用）」（所管税務署が企画提案書提出期限の６ヶ月前まで発行したもの）の写し。
（２）三重県内に本支店または営業所等を有する事業者にあっては、｢納税確認書｣（三重県の県税事務所が企画提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの)の写し。
（３）見積書（様式５）。

（４）過去３年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約を締結し、当該契約を履行した実績の有無を示す証明書契約実績証明書（様式４－２）

（５）三重県物件等電子調達システム利用者登録をしていない事業者または共通債権者（物件契約）登録をしていない事業者にあっては、「三重県財務会計システム共通債権者（物件契約）登録申出書」（様式６）。
９　契約方法に関する事項
（１）契約条項は、三重県農林水産部担い手支援課において示す。

（２）契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上の額とする。ただし、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申し立てをしている者若しくは申し立てをされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てをしている者若しくは申立てをされている者（以下これらを「更生（再生）手続中の者」という。）のうち三重県建設工事等入札参加資格の再審査に係る認定を受けた者（会社更生法第１９９条１項の更生計画の認可又は民事再生法第１７４条１項の再生計画の認可が決定されるまでの者に限ります。）が契約の相手方となるときは、納付する契約保証金の額は、契約金額の１００分の３０以上とする。

また、規則第７５条第４項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

ただし、規則第７５条第４項第１号、第２号又は第４号に該当するときを除き、更生（再

生）手続中の者については、契約保証金を免除しない。

（３）契約書は２通作成し、双方各１通を保有する。なお、契約金額は入札書に記載された金額の１００分の１０８に相当する金額とし、契約金額の表示は、消費税等を内書きで記載するものとする。

（４）契約は、三重県農林水産部担い手支援課において行う。

１０　監督及び検査
契約条項の定めるところによる。
１１　契約代金の支払い方法、支払い場所及び支払い時期
契約条項の定めるところによる。
１２　見積及び契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。
１３　暴力団等排除措置要綱による契約の解除
契約締結権者は、受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」

第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとする。
１４　不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置
（１）受注者が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。
　    ア　断固として不当介入を拒否すること。
イ　警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。
ウ　発注所属に報告すること。
　　　エ　契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、発注所属と協議を行うこと。
（２）契約締結権者は、受注者が（１）イ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じる。

１５　その他

・受託者は、本委託業務が国庫補助による事業（地域創生人材育成事業）であることを十分に認識し、本事業の趣旨を理解したうえで、県と連携して業務を実施するものとする。

・契約にあたり、原則として再委託は認めない。ただし、契約業務の一部を委託する場合について、三重県の承諾を得た場合はこの限りではない。
・成果物の著作権は三重県に帰属するものとする。

・本事業は国から三重県への委託事業の一部であり、落札決定は国の再委託承認が前提となる。

・委託を受けた事務に従事している者若しくは従事していた者等に対して、三重県個人情報保護条例第６８条、第６９条及び第７２条に罰則があるので留意すること。
１６　問い合わせ先
〒５１４－８５７０　三重県津市広明町１３番地　

三重県農林水産部担い手支援課経営体支援班
担当：富所（とどころ）、小林
TEL：０５９－２２４－２３５４　　FAX：０５９－２２３－１１２０    　　
E-mail：ninaite@pref.mie.jp
